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●課程博士学位取得者論文要旨
乳幼児を虐待する母親への援助
　　　一保健と福祉の協働一
2007（平成19）年度修r
　　益田　早苗
はじめに
　子ども虐待が発生する背景には、社会状況や家
族問題、子育て負担感、地域ネットワークの希薄
化等、多くの要因が重なりあって存在していると
考えられている。子ども虐待の発生予防から介入、
親子のケアには様々なレベルと段階があり、それ
ゆえ、単一のディシプリンからのアプローチでは
不十分な対応が不可能である。子ども虐待問題は
学際的アプローチが必要な社会問題といっても過
言ではなく、関係者においては広く認識されてい
るところである。しかしながら現段階は、それぞ
れの機関や領域の役割や専門性を十分に踏まえた
対応がなされるまでには至っていない。虐待問題
に関心を向け、従来の役割と対応をそれぞれの機
関がそれぞれに実践している状況であり、連携の
必要性からとりあえず連絡を取り合っている段階
であると考えられる。
　一方、我が国の虐待対応策に目を向けると、平
成12年に「児童虐待の防止等に関する法律」（以
下「児童虐待防止法」とする）が制定されたこと
によって法的整備がなされ、その後順次発展して
きている。しかしながら、虐待対応策の現状は虐
待の発見と早期介入、その後の親子分離までとな
っており、予防的ケアや家族再統合、虐待の再発
防止対策は不十分な状況である。中でも、最良の
ケアは予防対策であり、虐待が発生してからでは
なく予防して発生させないということが最も虐待
防止策としては成熟した対応策と考えられる。
　本研究では、乳幼児の虐待に焦点を当て、虐待
対応策の課題を明らかにし、乳幼児を虐待する母
親の妊娠・出産・育児期の実証的調査をもとに、
保健と福祉の協働という視点から予防的対応策を
検討していく。
第1章　研究課題の設定
　従来の乳幼児虐待のリスク要因としては、経済
的困難・多問題家族といった生活困難の関連した
ものが多く指摘されていたが、近年の乳幼児虐待
では、育児ストレス・養育力の不足等に関連した
リスク要因によるものが増加してきている。その
ため、母子保健においても子ども虐待対応および
予防対策としての育児支援の必要性に迫られてい
る状況である。
　乳幼児虐待への対応は、早期発見・早期介入は
もとより、子育て家庭全体を対象とした虐待の一
次予防、ハイリスクケースへの育児支援を中心と
した予防的ケア（未然防止策）が期待されている
といえよう。
　本研究の枠組みは「妊娠・出産期は母子関係や
家族関係の基盤となる重要な臨界期であり、この
時期の周囲や専門家の支援のありようは、乳幼児
期の虐待発生に大きく関与し、この時期の適切な
支援は虐待を防止する可能性がある。そのため、
虐待の予防的介入は出生後からでは遅く、妊娠期
から開始される必要性がある。妊娠期からの予防
的介入においては従来の福祉の対応のみでは不十
分であり、今後は保健との協働が求められる」と
いう仮説をもとに研究内容が構成されている。研
究課題は以下の4点とした。
①母親の虐待要因としての育児ストレスを面接調
査から明らかにする
②乳幼児虐待における母親への対応策を調査結果
から導出する
③乳幼児虐待における保健と福祉の協働について
考察する
④乳幼児虐待対応策のモデル試案を構築する
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【乳幼児期に着目する意義】
　近年の乳幼児虐待は、育児ストレス・養育力の
不足等に関連したリスク要因によるものが増加して
きており、乳幼児期を中心とした母子保健領域での
虐待予防やケアが非常に重要な位置づけになってき
ている。母親（実母）が虐待者の6割前後を占めて
いること、被虐待児の約4割が乳幼児であること、
死亡事例もこの年齢層に集中している、等の観点か
らこの時期の母親の育児や虐待の実態を明らかにし
て対応策を検討することは、虐待の予防的支援につ
ながると考えられる。さらに早期発見・重症化の防
止をも視野に入れた対応が可能と考えられる。乳幼
児期の虐待は、生活問題に加えて親子関係の形成
期・子どもの心身の発達等においても重要な時期で
あり、虐待予防とともに適切な養育支援（一次予防）
という視点からも、この時期の母親に着目する意義
があると考えられる。
　また、先行研究レビューにおいても、虐待する
母親への援助に関する研究は必ずしも多い状況で
はなく、乳幼児を虐待する母親への実際的な援助
に関する研究は、今後推進が求められる研究テー
マであると考えられた。また、理念としては保健
と福祉の協働が必要とされているが、具体的な協
働内容を明らかにしている研究も少なく、今後の
研究蓄積と発展が課題であり、本研究はこの課題
に取り組んだ研究である。
【研究の方法】
　本研究は、乳幼児を虐待する母親への対応のあ
り方を保健と福祉の協働という視点から検討す
る。乳幼児虐待の現状と課題については、文献検
討によりまず、子ども虐待の全体像を概観し、そ
の構造を整理する。次いで、青森県で行った二つ
の実証的調査から虐待する母親の背景要因を分析
し、必要な虐待予防の視点およびハイリスクスク
リーニングのモデル試案を検討し、保健と福祉の
協働を考察し今後の提言につないでいく。
　さらに面接調査結果は、Kaufman＆Zigler（1989）
1）が提唱している虐待発生の可能性が高いリスク
要因（Risk　Factor）と、虐待を防止する方向に働
く補償要因（Compensatory　Factor）に分類して分
析を行った。
　虐待問題においては、虐待発生を予測するため
の発生要因・リスク要因といった側面が強調され
ることが多かったが、この補償要因という視点に
よって、ハイリスクなケースであっても虐待の発
生を回避する方向に働く補償要因を強化・支援し
ていくという援助の方向性が示されることになる。
このことは、虐待の発生予防、重症化の防止、再発
予防に有効な援助を見出すことができる非常に効果
的な視点となり、本研究ではこのリスク要因と補償
要因の分析枠組みを用いて検討を行った。
第2章　乳幼児虐待問題の構造
　全国統計および青森県における実態調査結果から
以下のような特徴が認められた。
　①乳幼児虐待は全体の約半数を占めており0歳児
の比率が増加傾向にある、②乳幼児の虐待者は母親
が8割近くを占めている、③家族形態の背景では母
子家庭・未婚が全体の33．8％を占めている、④母親
による虐待の種別はネグレクトが最も多い、⑤家庭
背景は夫婦関係の不調、経済的困難が多く見られて
いる、⑥児童相談所介入後の対応は親子分離がなさ
れるのは約3割であり、助言指導、継続指導、セー
フティネットなど在宅での援助が約7割を占めてい
る、⑦妊娠・出産・育児期における問題が多い、な
どの特徴が明らかになった。
　虐待による死亡事例の背景も、虐待者は母親が
多いこと、子どもの年齢は乳幼児が8割以上を占
めていること、妊娠・出産・育児期の問題が多い
ことなど、実態調査結果と同様の背景やリスク要
因が認められていた。
　虐待対応策では発生予防が最も大切であるとさ
れているが、現状は具体的な取り組みが少ないと
いえる。発生予防としては一次予防としての育児
支援が展開されているが、育児支援の課題は前述
したとおりである。二次予防としての取り組みと
なる現在のリスクスクリーニングは、多くが出生
後に実施されており、出生後間もない虐待ケース
や死亡事例が増加している現状ではスクリーニン
グの時期が遅いといえる。出生前からのスクリー
ニングは現状では産科施設が最も適しているが、
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現段階では産科施設の認識も低く実施施設も非常
に少ない。
　また、出生前からのスクリーニングは、同時に
親支援の開始ともなり、虐待を起こさないことと
同時に親役割の獲得を促す支援が可能であり、予
防的な対策として効果が期待できる。
第3章　虐待要因としての育児ストレス
【面接調査の目的と意義】
　乳幼児の虐待における虐待者は、その7～8割
が母親であったが、母親の育児の状況や母子関係
を理解するためには、妊娠・出産・育児期の背景
を一連の流れとして把握する必要がある。母子保
健からみた乳幼児期の育児は、母親の妊娠・出
産・出産直後の状況が影響しているという側面が
あり、その後の母性意識や子どもへの愛着形成、
母親役割の獲得との関連性がある。子ども虐待は、
愛着形成不全、子どもに対する育児行動の不適切
さという母親役割の不適切さによって引き起こさ
れる側面もあり、出産後の状況だけでなく妊娠期
からの背景を明らかにしていく必要がある。
　特に乳幼児期の虐待は母親の妊娠・出産期にそ
のリスクを予測することが可能であるという点か
らも、虐待する母親の妊娠・出産期の実態を後方
視的に明らかにする意義は高いと考えられ、母親
に対する面接調査に取り組んだ。面接調査は虐待
する母親および育児ストレスを訴える母親（いず
れも乳幼児を持つ母親）の生育歴、妊娠・出産・
育児期の状況や受けたケア、周囲からの支援状況、
さらに希望する育児支援やサポート体制等を明ら
かにすることを目的とした。
【結果と考察】
　面接調査の結果からは、虐待群はストレス群に
比較して①妊娠期からリスク要因が複数存在して
おり補償要因がほとんどない、②婚姻形態が多様
である、③飲酒・喫煙率が高い、④妊娠の受容お
よび胎児への愛着感情が低い、⑤ストレス群より
出産時・新生児の以上が多い、⑥母子同室が遅い
または母子同室しない、⑦夫やパートナーによる
DVが多い、⑧産後の家事育児の手伝いがない、⑥
妊娠・出産時に夫や家族のいたわりや支援が少な
い、などの特徴が見られた。
　一方、ストレス群は、一般的な虐待のリスク因
子は妊娠中にはほとんど見られず、産後それも1
ヵ月以降の家事支援がない点が特徴的であった。
また、ストレス群は育児や自身の健康生活に対し
て非常に積極的であるという側面が見られた。そ
の結果であると思われるが、ストレス群は虐待群
に比較して、医療者や担当者の対応に不満を多く
持っていた。虐待群の方が対応に満足している割
合が高かった。ストレス群の不満が多いという点
は、育児に前向きに取り組んでおり、援助者や関
係者には高いレベルの支援を求めているというこ
とが推察された。
　望む支援や制度については、虐待群・ストレス群
ともに、実際的な家事援助・子どもの一時預かりを
希望するものが多かった。虐待群の中には、妊娠中
から様々な問題を抱えているにも関わらず、周囲や
相談機関に支援を求めていない状況が見られてい
る。ストレス群は転勤や引越しが多く、そのことに
よる相談・支援者の不足が考えられた。
第4章　乳幼児虐待への対応
　第3章で明らかにされた乳幼児虐待の課題、虐
待する母親の背景やリスク要因から導出された対
応の視点は、①実質的協力としての育児・家事支
援、②妊娠期からのスクリーニングと補償要因の
強化、③経済困窮対策、④母子家庭への支援、⑤
母子関係・愛着形成の促進、⑥夫婦関係・家庭問
題への対応、⑦援助を求めない対象へのリーチア
ウト、⑧一時予防としてのヘルスプロモーション、
の8つであった。
　母親への育児支援では、虐待の発生予防および再
発予防としての育児支援および実質的な育児協力型
の育児支援の必要性があげられる。これまでの育児
支援は、相談提供型、母子の居場所の提供が多く見
られていたが、虐待ケースでは、実質的な育児協力
型の育児支援の必要性が高いといえよう。また、子
育て家庭への訪問支援の必要性も高まっており、虐
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待の予防とリスクスクリーニング、早期発見を意識
した家庭訪問が必要とされている。
　福祉機関・保健機関が相互に交流することによ
り、援助者の連携や協働、互いの役割の認識が進
むものと考えられ、保健と福祉の協働は、乳幼児
虐待対策においては以下のような効果があると考
えられる。
①子育て家庭への普遍的アプローチ
　児童福祉が目指す「子ども家庭福祉」という概
念は、子ども虐待が発生している家庭のみならず、
すべての子育て家庭が援助の対象となっている。
従来の福祉の援助は問題が発生してからであり、
子ども虐待問題においても福祉の援助は、現状で
は発生後の対応がほとんどである。
　一方、母子保健はすべての子育て家庭との接点
があり、この母子保健と児童福祉が協働すること
により、虐待対応におけるすべての子育て家庭へ
のアプローチが可能になる。児童福祉と母子保健
双方からのアプローチにおいては、それぞれの役
割を明確にした関わりが必要となるが、共同する
ことにより、より重層的な支援が可能となる。
②早期からの一次予防・二次予防
　子ども虐待対策の課題として予防対策が不十分
な点が挙げられおり、特に福祉においては保健以
上に予防対策が展開されていない状況である。し
かしながら、保健との協働により、妊娠期からの
一次予防・二次予防、及び虐待の早期発見が可能
となる。本研究ではさらに保健領域における産科
施設の役割を新たに推進する必要性を提言した。
保健の中でも、従来役割期待が低かった産科施設
は、母親と子どもに最も早期にかつほぼ全例に関
与することが可能である。
　福祉機関はこの妊娠期に、福祉サービスやシス
テムの案内を行い、この時期から保健機関との連
携を強化することは早期介入につながり、虐待の
重症化を防ぐことが可能になると考えられた。
③対象のニーズに合わせた援助
　子ども虐待のリスク要因には、福祉的ニーズと
保健ニーズが存在しており、対象者のニーズに合
わせた援助が協働により可能となり、効果的なサ
ービスの提供につながると考えられる。
　例えば、虐待群に多い母子家庭や未婚家庭を中
心とした生活問題や経済的問題は福祉援助が中心
となり、母子関係や子どものしつけ・健康問題は
保健援助が効果的である。虐待のリスク要因は多
岐にわたっており、協働により対象者のニーズに
合わせた援助の展開が可能となる。
④継続した支援
　厚生労働省は、虐待対応の目標として「継続し
た切れ目のない支援」を掲げているが、そのため
には乳幼児期の母子の健康支援を行う保健と、子
どもの生活や発達・家族の生活問題の支援を展開
する福祉が協働することにより、一時予防・早期
発見・早期介入・在宅支援・見守り・重症化の予
防・再発予防の一連の経過に必ず保健または福祉
が寄り添うことになる。このような切れ目のない
支援には協働が不可欠である。
　保健と福祉の協働により、それぞれのサービス
事業や活動をより効果的に行い効率化することが
可能となり、最終的にはサービスの受けてである
対象者の健康と生活をより十分に保証することに
なる。保健と福祉の協働における最終的な目標は
対象者や利用者のサービスの充実と満足が効果と
して期待されており、乳幼児虐待における母親の
援助においても効果が期待できると考えられた。
【協働による乳幼児虐待対応策とリスクスクリー
ニングのモデル試案】
　保健と福祉に共通した課題は、妊娠期からの予
防的取り組みが不足していたという点であり、予
防的取り組みにおいてはヘルスプロモーションの
視点が必要であり、モデル試案には知識の普及等
を組み入れた。現段階で一般的に行われている対
応策に加えて、モデル試案に組み入れた①～⑦の
対応策を今後の提言としたい。
①児童福祉機関（児童相談所・福祉事務所・児童
委員等）による虐待予防を中心とした子育て支援
の案内を、保健センター及び産科施設に出向き、
妊娠期から母親を中心に行う。
②保健センター・産科施設において、妊産婦の精
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神的不安定を引き起こしやすいマタニティブルー
ズ・産後うつ病の知識の普及を行い、虐待的育児
の予防を促す。
③保健センターにおける新生児訪問指導の強化と
EPDS等を用いたスクリーニングの実施は現在
一部の地域で行われているが、今後はこんにちは
赤ちゃん事業とあわせて全戸訪問を目指す。
④⑤産科施設における妊娠期からのスクリーニン
グ、周産期施設における周産期のスクリーニング
の導入。④⑤のスクリーニングは、現状では③の
新生児期スクリーニングより取り組みが少なく、
一時予防と早期発見のためにも今後の導入が期待
される。
⑥子ども虐待、DV防止等の知識の啓発を児童福
祉機関が①と同様に産科施設等に出向く。
⑦子どもの一時預かり事業の整備と利用のための
経費負担制度の創設。育児支援事業は近年取り組
みが多くはなってきているが、相談機能と居場所
の提供が多く、実際的な子どもの一時預かりは保
育所入所以外にほとんどない。しかしながら、母
親のニーズは最も高く、対応としても重要度が高
いと考えられる。
　保健と福祉においても、少子化・虐待予防対策と
して、どちらにも育児支援が重要課題となってきて
いる。育児支援を受ける対象者（利用者）は同じで
あり、保健と福祉の育児支援の住み分け、協力体制
が必要になってくることは当然である。また、職種
の違いもあり、同じ育児支援でもその専門性はおの
ずと異なっている。対象者（利用者）のニーズにあ
った育児支援サービスを効率的に受けられるような
システム構築が必要とされている。
　本研究では、保健と福祉の役割および専門性を
明らかにし、連携・協働という視点で援助を考察
してきたが、今後は統合的な視点を持つ保健福祉
学的アプローチの導入についての検討をしていく
ことが課題である。また、本研究では、乳幼児の
虐待防止対策のモデル試案までの作成であり、そ
の予測される効果を検討したが、今後は提言した
虐待防止策の実践とその効果検証が課題である。
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【研究の限界と今後の課題】
　本研究では、乳幼児虐待の傾向や特徴を一部明
らかにすることができたが、実態調査では妊娠・
出産期の背景が不明なケースも多く、妊娠・出産
期の背景把握が必ずしも十分であったとはいえな
い。また、面接調査は対象数が少なく、この結果
をもって一般化は適切でないと考えられる。今後
は、対象者数と範囲を拡大した面接調査の必要性、
介入を拒否する対象の背景やニーズを明らかにす
るための調査方法の検討等が課題である。
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